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慶應法学第 42号（2019：2）

江口公典教授　略歴

【学歴】
1953年12月20日生まれ
1969年 4月　　福岡県立三池高等学校入学
1972年 3月　　福岡県立三池高等学校卒業
1972年 4月　　九州大学法学部入学
1976年 3月　　九州大学法学部法学科卒業
1976年 4月　　九州大学大学院法学研究科社会法学専攻修士課程入学
1978年 3月　　九州大学大学院法学研究科社会法学専攻修士課程修了（法学修士）

（論文名：「わが国における社会法論の展開」）
1978年 4月　　九州大学大学院法学研究科社会法学専攻博士課程進学
1980年 3月　　九州大学大学院法学研究科社会法学専攻博士課程中途退学

【職歴】
1980年 4月　　岡山大学法学部助手（～1984年 3月）
1980年 5月　　慶應義塾大学産業研究所訪問研究員（～1982年 3月）
1984年 4月　　岡山大学法学部助教授（～1991年 3月）（経済法担当）
1987年 9月　　ドイツ・ミュンヘン大学客員研究員（～1989年 8月）（アレクサン

ダー・フォン・フンボルト財団給費研究員）
1991年 4月　　岡山大学法学部教授（～1994年 3月）（経済法担当）
1994年 4月　　上智大学法学部教授（～2004年 3月）（経済法、知的財産法、経済

環境法担当）
2004年 4月　　慶應義塾大学大学院法務研究科教授（～現在に至る）

【非常勤講師】
九州大学法学部（経済法担当） 1993年 4月～2009年 3月（隔年）
専修大学法学部（経済法担当） 1996年 4月～2001年 3月
早稲田大学法学部（経済法演習担当） 2000年 4月～2009年 3月
ドイツ・トリーア大学法学部（Japanisches Wirtschaftsrecht〔日本経済法〕担当）
  2001年12月～2003年 5月（隔年）
岩手大学人文社会科学部（知的財産法担当） 2002年 4月～2003年 3月
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【学会及び社会における活動等】
1976年10月　　日本労働法学会会員（～現在に至る）
1980年10月　　経済法学会会員（～現在に至る）
1985年10月　　日本社会保障法学会会員（～現在に至る）
1991年10月　　経済法学会運営委員（～2014年10月）
1993年10月　　経済法学会理事（～2014年10月）
1995年 5月　　日本工業所有権法学会会員（～現在に至る）
2000年10月　　（社）日本私立大学連盟経営委員会委員（～2002年 9月）
2005年10月　　日本経済法学会常務理事（～2013年10月）
2006年 4月　　 文部科学省大学設置・学校法人審議会大学設置分科会専門委員会委

員（～2008年 3月）
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Ⅰ　著書
1　『企業結合と法』（共著）三省堂、1991年 9月
2　『経済法』（共著）有斐閣、1999年 2月
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Ⅱ　学術論文
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14　「技術取引契約における制限条項と独占禁止法」マックス・プランク知的財
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